
 

 

次のとおり一般競争入札に付する。 

なお、この公告は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）の適用を受け

る調達に係るものである。 

令和４年３月15日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 調達内容 

(１) 業務件名及び数量 令和４年度岩手・青森県境不法投棄現場地下水浄化対策業務 １式 

(２) 調達案件の仕様等 入札説明書及び特記仕様書による。 

(３) 履行期間 契約締結の日から令和５年３月31日まで 

(４) 履行場所 岩手県二戸市上斗米字小端地内 

(５) 入札方法 

ア (１)の件名で総価により入札に付する。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

イ 入札参加者は、入札に当たって入札書に業務費内訳書（総括）及び業務費内訳書（詳細）を添付して提出すること。 

２ 入札参加者資格 

(１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項各号の規定のいずれにも該当しない者であるこ

と。 

(２) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項の規定による許可を受けていること。 

(３) 法第27条の23第２項に規定する経営事項審査（以下｢経営事項審査｣という。）を受けていること。 

(４) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがなさ

れている者（同法第33条第１項の規定による再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項の規定

による更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

(５) 破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てをしている者又は破産手続開始の申立てがなされている者

でないこと。 

(６) 岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又

はこれらと密接な関係を有する者でないこと。 

(７) 特定調達契約に該当する県営建設工事の請負契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する規程（平成８年岩手県告示

第427号）第３条第２項の審査を受け、土木一式工事の資格基準に適合すると認められている者（以下「資格登録者」という

。）であること。 

(８) 特定調達契約に係る一般競争入札参加申請書（以下「申請書」という。）の提出の日から落札決定の日までの間に、岩手

県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

(９) 入札に参加しようとする者のうちに資本関係又は人的関係がある者でないこと。 

(10) １に示した業務に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本関係若しくは人的関係がある者でないこと。 

(11) 申請書の提出の日から落札決定の日までの間に、１に示した業務の請負に必要とする建設工事の種類について、法第28条

第３項又は第５項の規定に基づき岩手県の区域内における営業の停止を命ぜられた者にあっては、当該営業の停止の期間が経

過している者であること。 

(12) 法に基づき土木工事業の特定建設業許可を受けていること。 

(13) 法第３条第１項第２号に掲げる者に係る同項の許可を受け、土木一式工事に係る経営事項審査の結果に係る総合評点値が



 

 

900点以上であること。 

(14) 平成18年４月１日以降に、元請として、廃棄物が不法投棄された現場の土壌汚染浄化又は地下水汚染浄化の業務を行った

実績を有すること（特定共同企業体の構成員としての実績については、代表者としての実績に限る。）。 

(15) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を１に示した業務に専任で配置することができること。 

ア １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

イ 平成18年４月１日以降に、元請として、廃棄物が不法投棄された現場の土壌汚染浄化又は地下水汚染浄化の業務を行った

経験を有すること。 

ウ 土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 

エ 入札書の提出日において雇用している者であること。 

３ 契約条項を示す場所等 

(１) 契約条項を示す場所、入札説明書等の交付場所及び問合せ先 郵便番号020-8570 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県環

境生活部廃棄物特別対策室再生・整備担当 電話番号019-629-5368（岩手県のホームページ（https://www.pref.iwate.jp/ke

nsei/nyuusatsu/sonota/index.html）から入札説明書及び関係様式をダウンロードすることも可能であること。） 

(２) 入札及び開札の日時及び場所 

ア 令和４年３月29日(火)午後２時 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県県土整備部建築住宅課入札室 

イ 郵送により提出するときは、令和４年３月28日(月)午後５時までに(１)の場所に到達するように送付すること。 

ウ 提出した入札書、業務費内訳書（総括）及び業務費内訳書（詳細）は、書換え、引換え又は撤回をすることができないこ

と。 

エ 提出の期限を過ぎて到達した入札書、業務費内訳書（総括）及び業務費内訳書（詳細）は、受け付けないこと。 

４ その他 

(１) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

(２) 手続における交渉の有無 無 

(３) 資格登録者でない者の参加 申請書を提出することができること。この場合における入札参加資格の確認は、開札の時に

おいて資格登録者であることを前提に行うこととし、その確認により入札参加資格があるとされた者であって開札の時におい

て資格登録者でない者であるときは、開札の時において資格登録者であることを前提に入札参加資格があるとした確認は取り

消すこと。 

(４) 入札の無効 ２に示した入札参加者資格のない者のした入札、申請書に虚偽の記載をした者のした入札その他入札に関す

る条件に違反した入札は、無効とする。 

(５) 入札の無効（資格不適格） 業務費内訳書（総括）で積算した業務価格（税抜）及び入札金額は、一致していなければな

らないこと。一致していない場合は、入札を無効とすること。ただし、業務費内訳書（総括）で積算した業務価格（税抜）の

千円未満の端数の整理をしたことにより一致していない場合は、無効としないこと。 

(６) 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者であって、開札後に行う具体の

入札参加資格の確認によって入札参加資格があると確認された者を落札者とすること。ただし、予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著

しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって

入札した者を落札者とすることがあること。 

(７) 契約書作成の要否 要 

(８) 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金 免除する。 

イ 契約保証金 納付すること。ただし、会計規則（平成４年岩手県規則第21号）第113条第１項各号に掲げる担保の提供を



 

 

もって契約保証金の納付に代えることができる。また、同規則第112条第１号又は第２号に掲げる場合は、契約保証金の納

付を免除する。 

(９) １に示した業務に直接関連する他の業務の請負契約を１に示した業務の請負契約の相手方との随意契約により締結する予

定の有無  無  

(10)  関連情報を入手するための照会窓口  ３(１)に同じ。 

(11)  入札参加に要する費用  入札に参加することを希望する者の負担とし、本件入札が中止された場合であっても、当該費用

は、補償しない。 

(12) 令和４年度岩手県一般会計予算が議決されなかった場合にあっては、本件調達手続について停止の措置を行うことがある

。 

(13) その他、詳細は、入札説明書による。 

５ Summary 

(１) Nature and quantity of the services to be required: 

Cleanup and Remediation of the contaminated site dumped illegally, at Ninohe-shi 

(２) Time-limit of tender: 

2:00 p.m., 29 March, 2022（By mail tenders must be submitted by 5:00 p.m., 28 March, 2022） 

(３) Contact point for the notice: 

Special  Office  for  Waste  Disposal,  Department  of  Environment  and  Residential  Life,  Iwate 

Prefectural Government, 10-1 Uchimaru, Morioka-shi, Iwate 020-8570, JAPAN TEL019-629-5368 
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